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第１章 基本的な考え方 
 

１ 伊那市地方創生人口ビジョンの趣旨 
 

伊那市地方創生人口ビジョン（以下、「人口ビジョン」という）は、本市におけ

る人口の現状を分析し、人口に関する地域住民の認識を共有し、今後目指すべき

将来の方向と人口の将来展望を提示するものです。国及び県の人口ビジョンの趣

旨を勘案し、策定するものです。 

伊那市では、第１次伊那市総合計画の将来推計及び伊那市移住・定住プログラ

ムにおける施策及び、まち・ひと・しごと創生の実現に向けた新たな施策の展開

を踏まえ、策定しました。 

 

 

２ 対象期間 
 

人口ビジョンの対象期間は、国立社会保障・人口問題研究所の推計期間が平成

52 年（2040 年）であること、伊那市の「移住・定住プログラム」の人口推計

期間が平成 52 年（2040 年）であることから、25 年後の平成 52 年（2040

年）とします。 
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第２章 国及び県の現状と将来展望 
 

１ 国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」 

（１）「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の趣旨 ● ● ● ● ● ● ● 

「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」は、人口減少克服という課題に対し

て国と地方が総力を挙げて課題に取組む上での指針を示し、日本の人口の現状と、

今後の人口動向を分析し、50 年後に１億人程度の人口を維持することを目指し、

今後の基本的な視点や目指すべき将来の方向を提示したものです。 

 

（２）人口の現状と将来展望 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 人口減少時代の到来 

日本の合計特殊出生率は 1970 年代後半以降急速に低下し、人口規模が長

期的に維持される水準（「人口置換水準」。現在は 2.07。）を下回る状態が約

40 年続いている。 

また、日本の総人口は、平成 20 年（2008 年）を境に減少局面に入り、そ

の減少スピードは今後加速度的に高まっていくと見込まれており、国立社会保

障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の「日本の将来推計人口（平

成 24 年 1 月推計）」によると、2020 年代初めは毎年 60 万人程度の減少で

あるが、それが 2040 年代頃には毎年 100 万人程度の減少スピードにまで加

速すると見込まれている。 

② 人口減少が経済社会に与える影響 

人口減少は経済規模を縮小させるとともに、少子高齢化を伴うことにより国

民一人あたりの社会保障費を増大させる。特に、地方の人口急減は労働力人口

の減少や消費市場の縮小を引き起こし、地方経済の規模を縮小させる。そして、

それが社会生活サービスの低下を招き、更なる人口流出を引き起こすという悪

循環を招く恐れがある。 

③ 東京圏への人口の集中 

東京圏（東京、埼玉、千葉、神奈川）には約 3600 万人、日本の総人口の

約３割（2013 年）もの人が住んでいる。今日も大幅な転入超過が続いており

（2013 年は 10 万人近く転入超過）、今後も更にこの傾向が拡大していく可

能性がある。 
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（３）今後の基本的視点 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

人口減少への対応には、①「東京一極集中」を是正する、②若い世代の就労・

結婚・子育ての希望を実現する、③地域の特性に即した地域課題を解決する、と

いう３つの基本的視点のもと、「積極戦略」と「調整戦略」という２つの戦略を同

時並行的に進めていくことが必要となります。 

◇積極戦略   出生率を向上させることにより人口減少に歯止めをかけ、人

口構造そのものを変えていこうとするもの。 

◇調整戦略   出生率の向上を図っても避けられない今後数十年間の人口減

少に対応し、効率的かつ効果的な社会システムを再構築する

もの。 

 

（４）今後目指すべき将来の方向 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

今後目指すべき将来の方向は、将来にわたって「活力ある日本社会」を維持す

ること。そのためには、人口、経済、地域社会の課題に対して一体的に取組むこ

とが重要となります。 

・若い世代の結婚・子育ての希望が実現するならば、日本の出生率は 1.8 程度

の水準まで向上することが見込まれる。 

・2030～2040 年頃に出生率が人口置換水準（2.07）まで回復するならば、

2060 年に総人口が１億人程度となり、その後 2090 年頃には人口が定常

状態になることが見込まれる（図１参照）。 

・人口減少に歯止めがかかると、高齢化率が年々下がっていく「若返り」の時

期をむかえ、経済的にも好循環となる。 

・「人口の安定化」とともに、「生産性の向上」が重要。そのためには、女性や

高齢者が社会で活躍し、能力を十分に発揮することをはじめ、日本全体にお

ける労働参加が促進され、労働力率が向上することが求められる。また、海

外からの人材が日本でその能力を一層発揮してもらいやすくすることも重要

である。 
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【 我が国の人口の推移と長期的な見通し 】 

 

○ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 24年 1月推計）」

（出生中位（死亡中位））によると、平成 72年（2060年）の総人口は約 8,700

万人まで減少すると見通されている。 

○ 仮に、合計特殊出生率が平成 42年（2030年）に 1.8程度、平成 52年（2040

年）に 2.07程度（平成 32年（2020年）には 1.6程度）まで上昇すると、

平成 72年（2060年）の人口は約 1億 200万人となり、長期的には 9,000万

人程度で概ね安定的に推移するものと推計される。 

○ なお、仮に、合計特殊出生率が 1.8や 2.07となる年次が５年ずつ遅くなる

と、将来の定常人口が概ね 300万人程度少なくなると推計される。 

 

 

【 図１ 今後の人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）実績は、総務省統計局「国勢調査」等による（各年 10月 1日現在の人口）。国立社会保障・人口問題研

究所「日本の将来推計人口（平成 24年 1月推計）」は出生中位（死亡中位）の仮定による。2110～2160

年の点線は 2110年までの仮定等をもとに、まち・ひと・しごと創生本部事務局において機械的に延長し

たものである。 

（注２）「合計特殊出生率が上昇した場合」は、経済財政諮問会議専門調査会「選択する未来」委員会における人

口の将来推計を参考にしながら、合計特殊出生率が 2030年に 1.8程度、2040年に 2.07程度（2020年に

は 1.6 程度）となった場合について、まち・ひと・しごと創生本部事務局において推計を行ったもので

ある。 

2008年 12,808 万人（概ねピーク） 
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2060年 10,194万人 

（参考１）10,030万人 
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   合計特殊出生率が上昇した場合（2030 年 1.8 程度、2040年 2.07 程度） 
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   （参考２）合計特殊出生率が 2040 年に 1.8 程度、2050 年に 2.07 程度となった場合 
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２ 長野県人口の現状と将来展望 
 

（１）長野県人口の現状 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

● 長野県の総人口は、平成12年（2000年）を頂点として減少に転じており、

平成22年（2010年）の人口は、215万２千人となっている。 

● 長野県の生産年齢人口割合は全国を下回る水準で退化する一方、老年人口割

合は全国を上回る水準で上昇している。 

● 長野県の人口の自然動態は、オイルショック以降増加幅が縮小し、平成 15

年（2003年）から減少に転じており、減少幅も拡大傾向にある。 

社会動態は、高度成長期に大都市圏への大幅な転出超過があった後、平成10

年（1998年）の長野オリンピック・パラリンピックに向けた平成３年（1991

年）から平成９年（1997 年）までは転入超過となっているが、平成 13 年

（2001年）からは、再び転出超過に転じている。 

● 出生数は、昭和46年（1971年）から昭和49年（1974年）までの第２

次ベビーブーム以降減少している。平成 15 年（2003 年）以降、死亡数が

出生数を上回り、その差が拡大傾向にある。 

合計特殊出生率は、全国平均を大きく上回りながらも全国と同様に低下傾向

にあったが、平成16年（2004年）に底を打ち、近年は回復傾向にある。 

● 社会移動は、従来から「15～19歳→20～24歳」に大幅な転出超過となっ

ており、近年の傾向は従来と大きく変わらないものの、「20～24 歳→25～

29 歳」から「40～44 歳→45～49 歳」までの間で転入傾向が近年弱まっ

ている。一方で、「55～59歳→60～64歳」の転入は近年増加している。 

 

（２）人口の将来展望 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

長野県の総人口は、平成 72 年（2060 年）で、160 万５千人になると推計。 

【長野県の総人口】 

平成 22年（2010 年）215.2 万人   ⇒ 平成 72 年（2060年）160.5 万人 

【合計特殊出生率（自然動態）】 

平成 22 年（2010 年）1.53   ⇒ 平成 37 年（2025 年）1.84（県民希望出生率） 

                   平成 47 年（2035 年） 2.07（人口置換水準） 

【社会移動（社会動態）】 

平成 22 年（2010 年）社会減   ⇒ 平成 37 年（2025 年） 移動均衡 
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第３章 伊那市の人口の現状分析 
 

１ 年齢別人口 
 

（１）人口ピラミッド ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

本市の人口ピラミッドは、二つの大きな膨らみがある｢ひょうたん形｣で、わが

国の人口ピラミッドの形によく似ており、第二次ベビーブーム世代の層の厚みが

大きく、生産年齢人口割合の高さにつながっています。 

また、20 歳代の人口が少なく、進学・就職等で流出しています。 
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（２）年齢３区分別人口構成 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

本市の年齢３区分別人口構成は、

年々年少人口割合及び生産年齢人口

割合が減少し、一方で老年人口割合

が増加しています。 

特に老年人口割合は、平成 26 年

（2014 年）では、平成 12 年

（2000 年）から 8.3 ポイント増の

29.1％となっており、高齢化が進ん

ています。 

 

 

２ 人口推移 
 

（１）総人口・世帯数 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

総人口は、平成 7 年（1995 年）をピークに、緩やかな減少に転じています。

世帯数は増加傾向にあります。 
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（２）地区別総人口 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

地区別の人口は、伊那（竜東）、東春近、西箕輪が増加傾向にあり、他の地区は

横ばい、または減少傾向にあります。 
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（３）地区別の人口増加率と高齢化率 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

市内 10 地区の長期的な人口増加率（平成２年と平成 22 年の比較）と直近の

高齢化率の分布図は、次のとおり分類できます。 

① 持続型発展都市 

人口増加率がプラスで、高齢化率が比較的低い地域（伊那（竜東）・西箕輪・東春近） 

② 安定型田園都市 

人口増減が緩やかで、高齢化率が平均よりも高い地域（西春近・美篶・手良・伊那（竜西）） 

③ 高齢化人口減少地域 

人口減少が大きく、高齢化率が高い地域（高遠町・長谷） 

④ 安定型田園都市と高齢化人口減少地域の中間 

人口減少がやや大きく、高齢化率がやや高い地域（富県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-25%

-20%

-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

20%25%30%35%40%45%50%

国勢調査 

人口増加率 

人口増加率 

伊那（竜東） 

① 持続型発展都市 

② 安定型田園都市 

③ 高齢化人口減少地域 

④ 安定型田園都市と高齢化

人口減少地域の中間 

西箕輪 

東春近 

美篶 
西春近 

手良 

伊那（竜西） 

富県 

高遠町 
長谷 
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３ 自然動態 
 

（１）自然動態の推移 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

自然動態は、平成 16 年（2004 年）から減少に転じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎月人口移動調査 

 

（２）合計特殊出生率 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

合計特殊出生率は、平成 22 年（2010 年）から増加し、平成 25 年（2013

年）で 1.71 と国、県より高くなっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計特殊出生率… 
一人の女性が、一生の間に生むであろう子どもの数を表し、15歳～49歳の女性の年齢ごと

の出生率を合計した数字です。2.07が人口維持の目安です。 

出生者数 

死亡者数 
自然増加数 自然減少数 

（人） 

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

伊那市 1.67 1.56 1.59 1.59 1.60 1.55 1.50 1.72 1.55 1.63 1.67 1.44 1.52 1.56 1.71

長野県 1.64 1.59 1.50 1.47 1.44 1.42 1.46 1.44 1.47 1.45 1.43 1.53 1.50 1.50 1.54

国 1.42 1.36 1.33 1.32 1.29 1.29 1.26 1.32 1.34 1.37 1.37 1.39 1.39 1.41 1.43

Ｈ7 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

長野県 

伊那市 

国 

自然減 自然増 
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（３）母親の年齢階級別出生率 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●   

母親の年齢階級別出生率は、国、県比べて高い水準にあるものの、晩産化の傾

向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国勢調査 

 

（４）女性の未婚率 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

女性の未婚率は、晩婚化の傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国勢調査 
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（５）死因別死亡者数 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

死因別死亡者数は、生活習慣病に起因すると考えられる悪性新生物（がん）、脳

血管疾患、心臓疾患で５割以上を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康推進課資料 

（６）がんの部位別死亡者数 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

がんの部位別死亡者数は、肺、大腸、胃、すい臓で５割以上を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康推進課資料 

（人） 
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

県内 1,984 1,896 1,654 1,312 1,351 1,562 1,398 1,313

県外 1,778 1,528 1,079 976 984 900 912 910

Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

 

４ 社会動態 
 

（１）社会動態の推移 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

社会動態は、平成 20 年（2008 年）から大きく減少に転じていますが、ここ

数年は、人口移動が落ち着き、減少幅が縮小しています。転入者は、平成 18 年

（2006 年）から平成 22 年（2010 年）まで県内移動、県外移動ともに減少し

ています。また、転出者は、平成 20 年（2008 年）から平成 23 年（2011 年）

まで県内移動、県外移動ともに減少しています。それ以降は転入・転出とも横ば

い傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎月人口移動調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎月人口移動調査 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

県内 1,924 1,940 1,613 1,489 1,361 1,490 1,363 1,269

県外 1,985 1,997 1,716 1,517 1,210 1,107 1,136 1,020

Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

【 転入者の推移 】 【 転出者の推移 】 

県外移動 

県内移動 

県外移動 

県内移動 

（人） （人） 

（人） 

転入 

転出 

社会増 

社会減 

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

転入 4,109 4,102 4,804 4,122 3,601 4,097 3,802 3,829 3,966 3,762 3,424 2,733 2,288 2,335 2,462 2,310 2,223

転出 4,264 4,172 4,616 4,185 3,856 3,908 3,958 3,754 3,869 3,909 3,937 3,329 3,006 2,571 2,597 2,499 2,289

Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26
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（２）転入者 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

① 県内転入者 

県内転入者は、南箕輪村、駒ヶ根市、箕輪町からの転入者数が大きく減少して

います。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 県外転入者 

県外転入者は、国外、愛知県からの転入者数が大きく減少しています。 
 

 

 

 

 

 

山梨県 
静岡県 
千葉県 
埼玉県 
神奈川県 
愛知県 
国外 

東京都 

その他 

（人） 
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Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

（人） 

諏訪市 
宮田村 
飯田市 
辰野町 
松本市 

長野市 

箕輪町 

駒ヶ根市 

南箕輪村 

その他 
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（３）転出者 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

① 県内転出者 

県内転出者は、南箕輪村、駒ヶ根市、箕輪町、長野市への転出者数が大きく減

少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 県外転出者 

県外転出者は、東京都、国外、愛知県への転出者数が大きく減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 
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山梨県 
静岡県 
千葉県 
埼玉県 
神奈川県 
愛知県 
国外 

東京都 

その他 

（人） 

諏訪市 
宮田村 
飯田市 
辰野町 
松本市 
長野市 
箕輪町 

駒ヶ根市 

その他 
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南箕輪村 
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③ 外国人登録者数 

外国人登録者数は、ブラジル、フィリピン国籍の外国人が大きく減少していま

す。このことから、国外への転入・転出はブラジル、フィリピンからの就労者が

大きく関係していると考えられます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 転入・転出超過 

自治体間では、松本市・諏訪市への転出超過、長野市から転入超過となってお

り、同様の傾向が続いています。首都圏への転出超過の傾向も継続しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

毎月人口移動調査 
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【 近隣市町村への人口移動（平成 26年） 】 【 県外への人口移動（平成 26年） 】 
（人） （人） 

転入 

転出 

社会増加数 
（本市への転入超過） 

社会増減数 

社会減少数 
（本市からの転出超過） 

転入 

転出 

社会増加数 
（本市への転入超過） 

社会増減数 

社会減少数 
（本市からの転出超過） 

（人） 

1,850
1,719

1,388

1,067 990
858

735 698

266
314

322

297
296

276
281 276

427
348

321

306
314

335

278 283

161

152

143

138
116

119

118 121

183

147

140

110
106

90

8482

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

韓国・朝鮮 

フィリピン 

中国 

ブラジル 

その他 



 

17 

 

⑤ 年代別人口移動 

年代別人口移動は、男女ともに 15～24 歳では大きく転出超過となっています。

また、25～29 歳では、減少傾向にあるが転入超過となっています。 
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5,000

10,000
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25,000

第１次産業従事者 4,810 4,740 4,221 3,996 3,048

第２次産業従事者 16,805 17,075 15,734 12,989 11,772

第３次産業従事者 16,993 18,620 18,766 19,896 21,505

Ｈ2 Ｈ7 Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22

 

５ 産業別就業者 
 

（１）推移及び構成比 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

第３次産業の就業者は、増加傾向にあります。就業者の構成比は、第２次産業

の就業者割合が国や県よりも高くなっています。 
 

 

【 産業別就業者の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国勢調査 

 

 

 

【 産業別就業者構成比 】 
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（２）男女別産業大分類別人口 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

男女別産業大分類別人口は、製造業従業者が圧倒的に多く、特化係数は男性が

1.5、女性が 1.6 となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 22年国勢調査 

 

特化係数… 
「本市の産業別就業者比率」÷「全国の産業別就業者比率」で算出。 
産業別就業者比率が全国平均と比較してどの程度の偏りがあるかを調べる方法で、特

化係数が 1.0を超えていれば全国平均に比べ相対的に特化しているといえます。 
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（３）年齢階級別産業人口 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

従業者が多い建設業、製造業、卸売・小売業、医療・福祉は、年齢構成のバラ

ンスが良く、幅広い年齢層の雇用の受け皿となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 22年国勢調査 

 

8.0

17.7

11.3

13.1

7.6

15.3

10.2

16.7

7.5

9.2

21.3

4.6

19.9

25.5

22.2

20.2

23.3

19.3

17.7

19.7

17.5

25.5

24.5

6.8

20.6

24.3

21.4

19.6

23.3

17.7

28.5

22.2

16.6

28.7

18.9

9.9

22.8

20.2

24.0

22.1

25.8

19.2

30.2

25.8

22.8

25.9

13.7

28.9

22.5

10.1

18.8

17.3

14.4

22.7

10.9

13.1

26.2

9.5

11.3

46.7

6.2

7.7

5.7

5.8

9.4

10.4

3.0

2.3

2.4

2.7

2.6

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
0% 20% 40% 60% 80% 100%

0

2

4

6

8

10

12

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

Ａ 農業、林業 

Ｄ 建設業 

Ｅ 製造業 

Ｈ 運輸業、郵便業 

Ｉ 卸売・小売業 

Ｌ 学術研究、 

専門・技術サービス業 

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 

Ｏ 教育、学習支援業 

Ｐ 医療、福祉 

Ｒ サービス業 

（他に分類されないもの） 

Ｓ 公務 

（他に分類されるものを除く） 

Ｔ 分類不能の産業 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0

2

4

6

8

10

12

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上



 

21 

 

第４章 将来人口の推計と分析 
 

１ コーホート変化率法による人口推計の概要 
 

（１）推計期間 

● 平成 52年（2040年）までの 5 年ごと 

 

 

（２）基準年次 

● 平成７年（1995年）から平成22年（2010年）の4回の国勢調査人口 

 

 

（３）人口の推計方法 

● 年齢階級の推計においては、コーホート変化率法を使用。 

● コーホート変化率法は、コーホートごとの５年間の人口増減を変化率として捉え、そ

の率が将来も大きく変化しないものと推計し、０～４歳の子ども人口は、15～49

歳女子人口との比率により推計する方法である。 

● 本推計においては、①年齢別コーホート変化率（基準年次とその５年前の男女・

年齢別人口の変化率）、②婦人子ども比（基準年次の０～４歳男女別人口÷15～

49 歳女子人口）、が必要となる。 

 

 

（４）世帯数の推計方法 

● 平成７年（1995年）から平成22年（2010年）の4回の国勢調査の地区別の平

均世帯人員を基準として、最小二乗法により地区別の平均世帯人員を推計する。 

● コーホート変化率法で推計した地区別人口と最小二乗法により推計した平均世帯人

員により、地区別の世帯数を算出する。 
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２ 総人口・年齢区分別人口の推計（全市・地区別） 
 

平成 7 年（1995 年）から平成 22 年（2010 年）の国勢調査を基に、コー

ホート変化率法を用い、将来人口を推計しています。 

伊那市の人口は、現状のまま推移した場合、25 年後の平成 52 年（2040 年）

には 57,833 人と見込まれます。 

年齢３区分人口でみると、平成 52 年（2040 年）では、年少人口、生産年齢

人口は減少し、老年人口は増加していくと見込まれており、各地区においても同

様の傾向が見られます。 
【 総人口・年齢区分別人口の推計（全市） 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｈ7年 Ｈ12年 Ｈ17年 Ｈ22年 Ｈ27年 Ｈ32年 Ｈ37年 Ｈ42年 Ｈ47年 Ｈ52年 

年少人口割合 16.7% 15.7% 15.1% 14.4% 14.0% 13.5% 13.3% 12.8% 12.3% 11.9% 

生産年齢人口割合 63.1% 61.7% 60.6% 59.0% 56.6% 55.2% 54.2% 53.5% 52.4% 50.0% 

老年人口割合 20.3% 22.6% 24.3% 26.6% 29.4% 31.3% 32.5% 33.8% 35.3% 38.2% 

平均世帯人員 3.12  3.01  2.87  2.72  2.59  2.46  2.32  2.18  2.03  1.89  
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【 伊那（竜西）地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｈ7年 Ｈ12年 Ｈ17年 Ｈ22年 Ｈ27年 Ｈ32年 Ｈ37年 Ｈ42年 Ｈ47年 Ｈ52年 

年少人口割合 15.5% 14.6% 14.2% 13.4% 13.0% 12.5% 12.4% 11.7% 11.0% 10.4% 

生産年齢人口割合 63.6% 61.9% 59.3% 57.1% 55.1% 54.0% 52.9% 52.1% 50.7% 47.2% 

老年人口割合 20.9% 23.5% 26.6% 29.5% 31.9% 33.5% 34.7% 36.1% 38.3% 42.4% 

平均世帯人員 2.82 2.74 2.61 2.47 2.37 2.25 2.13 2.02 1.90 1.78 

 

【 伊那（竜東）地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｈ7年 Ｈ12年 Ｈ17年 Ｈ22年 Ｈ27年 Ｈ32年 Ｈ37年 Ｈ42年 Ｈ47年 Ｈ52年 

年少人口割合 17.5% 17.8% 18.1% 17.2% 16.5% 15.9% 15.9% 15.3% 14.9% 14.7% 

生産年齢人口割合 68.3% 65.9% 63.8% 62.7% 61.2% 60.5% 59.6% 58.7% 57.2% 54.7% 

老年人口割合 14.2% 16.2% 18.1% 20.1% 22.4% 23.6% 24.5% 25.9% 27.9% 30.6% 

平均世帯人員 2.75 2.70 2.63 2.55 2.47 2.40 2.32 2.25 2.18 2.11 
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【 富県地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｈ7年 Ｈ12年 Ｈ17年 Ｈ22年 Ｈ27年 Ｈ32年 Ｈ37年 Ｈ42年 Ｈ47年 Ｈ52年 

年少人口割合 17.0% 15.2% 14.0% 12.4% 12.0% 11.3% 11.0% 10.7% 10.1% 9.6% 

生産年齢人口割合 58.0% 57.2% 56.4% 55.4% 52.8% 49.8% 47.8% 46.5% 47.1% 45.8% 

老年人口割合 25.1% 27.6% 29.6% 32.2% 35.2% 38.9% 41.2% 42.9% 42.8% 44.6% 

平均世帯人員 3.90 3.64 3.38 3.16 2.90 2.66 2.41 2.16 1.92 1.67 

 

【 美篶地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｈ7年 Ｈ12年 Ｈ17年 Ｈ22年 Ｈ27年 Ｈ32年 Ｈ37年 Ｈ42年 Ｈ47年 Ｈ52年 

年少人口割合 17.8% 16.3% 15.2% 14.8% 14.7% 13.8% 13.0% 12.4% 11.8% 11.3% 

生産年齢人口割合 64.8% 63.3% 63.1% 59.9% 56.2% 54.0% 52.6% 51.6% 50.4% 47.5% 

老年人口割合 17.4% 20.4% 21.8% 25.3% 29.2% 32.2% 34.5% 36.0% 37.8% 41.3% 

平均世帯人員 3.37 3.30 3.10 3.00 2.91 2.80 2.68 2.56 2.45 2.33 
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【 手良地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｈ7年 Ｈ12年 Ｈ17年 Ｈ22年 Ｈ27年 Ｈ32年 Ｈ37年 Ｈ42年 Ｈ47年 Ｈ52年 

年少人口割合 12.5% 13.7% 15.2% 14.8% 14.9% 14.5% 14.8% 14.3% 14.0% 13.6% 

生産年齢人口割合 62.7% 59.1% 56.7% 53.9% 51.1% 51.7% 52.3% 52.3% 50.7% 49.3% 

老年人口割合 24.8% 27.1% 28.1% 31.3% 34.0% 33.8% 32.9% 33.4% 35.4% 37.2% 

平均世帯人員 3.69 3.53 3.46 3.14 3.02 2.85 2.67 2.50 2.33 2.15 

 

【 東春近地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｈ7年 Ｈ12年 Ｈ17年 Ｈ22年 Ｈ27年 Ｈ32年 Ｈ37年 Ｈ42年 Ｈ47年 Ｈ52年 

年少人口割合 19.0% 17.8% 16.7% 15.6% 15.0% 14.4% 14.0% 13.5% 13.1% 12.6% 

生産年齢人口割合 61.5% 61.6% 60.9% 59.2% 57.8% 57.0% 55.2% 53.9% 52.9% 52.1% 

老年人口割合 19.5% 20.6% 22.5% 25.2% 27.2% 28.6% 30.8% 32.6% 34.0% 35.3% 

平均世帯人員 3.63 3.48 3.33 3.12 2.97 2.80 2.63 2.46 2.29 2.12 
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【 西箕輪地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｈ7年 Ｈ12年 Ｈ17年 Ｈ22年 Ｈ27年 Ｈ32年 Ｈ37年 Ｈ42年 Ｈ47年 Ｈ52年 

年少人口割合 18.9% 15.4% 14.3% 14.5% 14.2% 13.7% 12.9% 12.5% 11.8% 11.1% 

生産年齢人口割合 65.3% 66.0% 67.0% 64.7% 60.6% 58.0% 57.3% 57.1% 56.4% 53.3% 

老年人口割合 15.9% 18.6% 18.6% 20.8% 25.2% 28.3% 29.8% 30.4% 31.7% 35.7% 

平均世帯人員 3.14 2.89 2.64 2.58 2.33 2.14 1.95 1.76 1.57 1.38 

 

【 西春近地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｈ7年 Ｈ12年 Ｈ17年 Ｈ22年 Ｈ27年 Ｈ32年 Ｈ37年 Ｈ42年 Ｈ47年 Ｈ52年 

年少人口割合 18.6% 17.1% 15.2% 13.4% 12.7% 12.3% 12.3% 11.7% 11.2% 10.8% 

生産年齢人口割合 62.0% 61.2% 61.7% 60.9% 58.4% 57.1% 55.7% 53.8% 52.7% 50.2% 

老年人口割合 19.4% 21.7% 23.1% 25.7% 28.9% 30.6% 32.1% 34.5% 36.1% 39.0% 

平均世帯人員 3.44 3.35 3.15 2.89 2.74 2.56 2.37 2.19 2.00 1.82 
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【 高遠町地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｈ7年 Ｈ12年 Ｈ17年 Ｈ22年 Ｈ27年 Ｈ32年 Ｈ37年 Ｈ42年 Ｈ47年 Ｈ52年 

年少人口割合 13.7% 12.2% 11.8% 11.4% 11.0% 10.7% 9.9% 9.5% 9.1% 8.6% 

生産年齢人口割合 56.5% 54.1% 52.4% 51.8% 48.8% 45.8% 44.6% 43.2% 42.3% 40.0% 

老年人口割合 29.8% 33.7% 35.8% 36.8% 40.2% 43.5% 45.4% 47.2% 48.6% 51.4% 

平均世帯人員 3.20 3.03 2.94 2.77 2.63 2.49 2.35 2.21 2.08 1.94 

 

【 長谷地区総人口・年齢区分別人口の推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｈ7年 Ｈ12年 Ｈ17年 Ｈ22年 Ｈ27年 Ｈ32年 Ｈ37年 Ｈ42年 Ｈ47年 Ｈ52年 

年少人口割合 13.0% 11.5% 10.7% 10.1% 10.2% 9.8% 8.9% 8.7% 8.4% 7.8% 

生産年齢人口割合 51.3% 50.2% 50.1% 47.9% 44.5% 42.4% 41.8% 41.4% 40.3% 37.5% 

老年人口割合 35.7% 38.2% 39.2% 42.0% 45.3% 47.8% 49.3% 49.9% 51.4% 54.7% 

平均世帯人員 3.62 3.48 3.22 2.94 2.75 2.52 2.29 2.06 1.83 1.61 
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第５章 人口の現状分析結果 
 

１ 人口動態 

本市の人口は平成７年（1995 年）までは増加を続け、72,321 人（不詳含む）

に達しました。 

自然動態では、合計特殊出生率は、近年回復傾向にあるものの、1.50～1.70

程度で低迷しています。また、出産が可能とされる年齢層（15～49 歳）の女性

数は、減少傾向、さらに、晩婚化の傾向があり、出生数は減少しています。一方、

死亡者数は、増加傾向にあり、死亡数が出生数を上回り、自然減が拡大していま

す。この要因として、女性数の減少及び出生率の低下が挙げられ、若い世代が子

どもを産み、育てやすい環境づくりに取り組む必要があります。 

社会動態では、近年、転出者が転入者を上回り、社会減の傾向にあります。特

に、進学期（15～19 歳→20～24 歳）の大幅な転出傾向は従来と大きく変わら

ないものの、就職期（20～24 歳→25～29 歳）及び転職期（25～29 歳→30

～34 歳）の転入傾向は、近年弱まっています。 

この要因として、就職期及び転職期の転入減が、社会減に直接的な影響を与え

ていることが挙げられ、若者の雇用の受け皿となる仕事の質と量を確保する必要

があります。 

 

 

 

２ 子育て世代に向けた転出入対策 

本市の人口構成では、４０歳前後の第二次ベビーブーム世代を中心に、その前

後の年齢層が厚く、高い生産年齢人口割合を確保しています。 

一方、３０歳代からの人口層の厚みが回復しているものの、２０歳代の人口の

減少傾向が見られ、この世代を呼び込む必要があります。 

 

 



 

29 

 

 

３ 首都圏からの転入促進 

本市の社会動態の推移では、近年、転出入とも、年間 2,500 人弱程度で、社

会増減は拮抗した状態にあります。 

一方、本市からの首都圏への転出超過が、社会動態全体に大きな比重を占めて

います。大学卒業後に本市への転入が増加しない場合、出産適齢期や子育て世代

が減少し、出生数がさらに減少することが懸念されます。 

 

 

 

４ 雇用の創出及び労働力の確保 

人口減少及び高齢化に伴い、労働力人口の減少や消費市場の縮小により、地域

経済規模の縮小が懸念され、その結果、社会生活サービスの低下を招き、更なる

人口流出を引き起こすという悪循環を招くことが懸念されます。 

産業別人口では、製造業従業者が突出しており、卸売業、建設業、農業・林業

等がそれに続き、いずれも、年齢構成のバランスがとれた幅広い雇用の受け皿と

なっています。 

一方、地域資源を活用した産業である「農業・林業」の特化指数は、男性が 2.36、

女性が 2.13 と高く、特徴的な産業であるものの、60 歳以上が約４分の３を占

め、極端に高齢化が進んでいることから、急速に就業者が減少することが懸念さ

れます。 

 

 

 



 

30 

 

第６章 アンケート調査結果 
本市の人口減少に歯止めをかけるため、市民の意識や考え方を把握し、今後の

市政に対する市民ニーズを明らかにするとともに、本市で今後実施する施策の方

向性など、さまざまな検討を行う際の基礎資料として活用するために、「転入者対

象調査」「転出者対象調査」「結婚・出産・子育てに関する意識・希望調査」「男女

共同参画についての調査」を実施しました。 

 

 

１ 実施方法 
 

（１）調査対象 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●   

① 転入者対象調査 
伊那市へ転入し、１年以上市内に住んでいる人から

1,000人を無作為抽出 

② 転出者対象調査 伊那市から転出した人から 1,000人を無作為抽出 

③ 結婚・出産・子育てに関する意識・希望調査 
市内に住んでいる16歳から49歳までの男女から1,000

人を無作為抽出 

④ 男女共同参画についての調査 
市内に住んでいる20歳以上の男女各1,000人（計2,000

人）を年代別に均等に抽出 

 

（２）調査期間 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

①～③：平成 27 年７月 24 日から平成 27 年８月３日 

④：平成 27 年７月 30 日から平成 27 年８月 12 日 

 

（３）調査方法 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

郵送による配布・回収 

 

（４）回収状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 配布数 有効回収数 有効回収率 

① 転入者対象調査 1,000通 304通 30.4％ 

② 転出者対象調査 1,000通 198通 19.8％ 

③ 結婚・出産・子育てに関する意識・希望調査 1,000通 281通 28.1％ 

④ 男女共同参画についての調査 2,000通 621通 31.1％ 
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２ 調査結果の概要・分析 
 

伊那市で生まれ育ち、これまでかかわりのある人が伊那市に帰ってこれる、帰

って来たくなるよう、また新たに伊那市の魅力により転入し、いつまでも伊那市

で住み続けられるよう、子育て・教育環境、就労の場、住まいの充実が求められ

ています。 

 

（１） 伊那市へ帰りたいと思っている人は多く、子育てや教育環境、住ま

いの充実が求められている。 
① 転出のきっかけ 

●転勤が約３割、就職（就学）、両親や子どもの近くに住むためが１割半ば、住宅の

理由で（広さ、間取り、家賃、住宅購入など）、結婚のためが約１割と他より高く

なっています。 

●子育て環境、教育環境で満足が約３割と低くなっており、子育て世帯の転出に繋が

っていることがうかがえます。 

② 伊那市への思い（帰属意識） 

●もう一度伊那市に帰りたい割合は４割半ばで、18・19・20 歳代で約６割と高く、

就職（就学）で転出した人で伊那市へ帰りたいと思っている人が多いことがうかが

えます。 

 

（２） 伊那市で住み続けるために、子育てに対する経済的支援や子育て環

境の充実が求められている。 
① 子育て支援への希望 

●理想より子どもが少ない理由は、経済的に余裕がないからが約４割と他に比べ高く

なっています。 

●子育てに対する経済的な支援が約５割、保育サービスの充実が約４割と他に比べ高

くなっています。 

② 伊那市で住み続けるために 

●伊那市に住み続けたいと思っている人は４割半ばとなっています。 

●住み続けるためには、子育て環境がよいことが約６割となっています。 

 

（３） 男女が平等に子育てや家事を行うことができるる社会環境づくりが

求められている。 
① 男女がともに家事や育児を行っていくために 

●「男は仕事・女は家庭」という考えに、“反対”の割合が５割以上となっています。 

●男女に関わらず時間のある人が家事をするのがよいと思っている人が５割以上と

なっています。 
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３ 転入者対象調査 
 

（１）転居することになった大きなきっかけ（上位６位） ● ● ● ● ● ● 

「転勤のため」の割合が 22.0％と最も高く、次いで「両親や子どもの近くに

住むため」の割合が 16.4％、「就職（就学）のため」の割合が 13.5％となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）伊那市の住みやすさ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

「住みよい」と「まあ住みよい」を合わせた“住みよい”の割合が 72.0％、「ど

ちらかといえば住みにくい」と「住みにくい」を合わせた“住みにくい”の割合

が 10.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

N = 304

26.6 45.4 14.1 6.3 4.6

1.6

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N =  304 ％

転勤のため

両親や子ども の近く に住むため

就職（ 就学） のため

結婚のため

退職のため

転職のため

22.0

16.4

13.5

13.2

9.5

9.2

0 10 20 30 40

26.6 45.4 14.1 6.3 4.61.61.3
0% 20% 40% 60% 80% 100%

住みよい まあ住みよい

どちら と も いえない どちら かと いえば住みにく い

住みにく い わから ない

無回答
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（３）今後の伊那市での居住意向 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

「現在の住宅にこれからも住み続けたい」の割合が 43.1％と最も高く、次いで

「わからない」の割合が 24.7％、「将来は市外に引っ越したい」の割合が 19.4％

となっています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

（４）伊那市での住まいの満足度 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

「満足」と「どちらかといえば満足」をあわせた“満足”の割合が 70.7％、「ど

ちらかといえば不満足」と「不満足」をあわせた“不満足”の割合が 25.0％と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

（５）伊那市での住まいで満足している点 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

「買い物など日常生活の便利さ」、「緑や水辺などの自然が多い」の割合が

50.7％と最も高く、次いで、「まちが安全で安心して暮らせる」の割合が 35.8％

となっています。 

 

 

43.1 11.2 19.4 24.7 1.6
0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在の住宅にこれからも住み続けたい

転居するかもしれないが、その時も伊那市にしたい

将来は市外に引っ越したい

わからない

無回答

N = 304

23.0 47.7 19.7 5.3 4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N = 304

43.1 11.2 19.4 24.7 1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

23.0 47.7 19.7 5.3 4.3
0% 20% 40% 60% 80% 100%

満足 どちら かと いえば満足

どちら かと いえば不満足 不満足

無回答

N =  215 ％

買い物など日常生活の便利さ

緑や水辺などの自然が多い

まちが安全で安心し て暮ら せ

る

通勤・ 通学の便利さ

病院などの保健・ 医療体制が

整っ ている

近所付き 合いがよい

50.7

50.7

35.8

34.9

22.8

20.9

0 10 20 30 40 50 60 70
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（６）今後も伊那市で住み続けるために重要なこと ● ● ● ● ● ● ● ● 

「働く場があること」の割合が 60.9％と最も高く、次いで「医療環境がよい

こと」の割合が 54.6％、「交通の便がよいこと」の割合が 47.0％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N =  304 ％

働く 場があるこ と

医療環境がよいこ と

交通の便がよいこ と

福祉（ 高齢者・ 障がい者

等） 環境がよいこ と

子育て環境がよいこ と

住宅環境がよいこ と

教育環境がよいこ と

その他

無回答

60.9

54.6

47.0

46.4

43.1

32.2

31.3

9.9

5.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80
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４ 転出者対象調査 
 

（１）転居することになった大きなきっかけ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

「転勤のため」の割合が 31.8％と最も高く、次いで「就職（就学）のため」

の割合が 14.6％、「両親や子どもの近くに住むため」の割合が 13.6％となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域での愛着 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

「ある」と「まあまあある」をあわせた“ある”の割合が 83.4％、「あまりな

い」と「ない」をあわせた“ない”の割合が 16.7％となっています。 

 

 

 

 

 

（３）伊那市での住みやすさ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

「住みやすかった」と「まあ住みやすかった」をあわせた“住みやすかった”

の割合が 76.2％、「どちらかといえば住みにくかった」と「住みにくかった」を

あわせた“住みにくかった”の割合が 11.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

N = 198

48.0 35.4 10.6 6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N = 198

34.8 41.4 11.6 8.1

3.0 1.0
0% 20% 40% 60% 80% 100%

N =  198 ％

転勤のため

就職（ 就学） のため

両親や子ども の近く に住むた

め

住宅の理由で（ 広さ 、 間取

り 、 家賃、 住宅購入など）

転職のため

結婚のため

31.8

14.6

13.6

12.1

10.1

10.1

0 10 20 30 40

48.0 35.4 10.6 6.1
0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある まあまあある あまりない ない 無回答

34.8 41.4 11.6 8.1 3.01.0
0% 20% 40% 60% 80% 100%

住みやすかっ た まあ住みやすかっ た

どちら と も いえない どちら かと いえば住みにく かっ た

住みにく かっ た わから ない

無回答
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（４）もう一度伊那市に帰りたいか ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

「帰りたい」の割合が 38.4％と最も高く、次いで「わからない」の割合が

27.8％、「帰る気はない」の割合が 23.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 結婚・出産・子育てに関する意識・希望調査 
 

（１）今後の結婚意向 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

「思う」の割合が 79.5％、「思わない」の割合が 17.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

（２）結婚したい理由 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

「自分の子どもや家族をもてる」の割合が 87.1％と最も高く、次いで「精神

的な安らぎの場が得られる」の割合が 64.1％、「現在愛情を感じている人と暮ら

せる」の割合が 45.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

N = 112

79.5 17.0 3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N = 198

38.4 8.1 23.7 27.8 2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

38.4 8.1 23.7 27.8 2.0
0% 20% 40% 60% 80% 100%

帰り たい

伊那市でのく ら し に不満だっ た点が改善さ れれば帰り たい

帰る気はない

わから ない

無回答

79.5 17.0 3.6
0% 20% 40% 60% 80% 100%

思う 思わない 無回答

N =  209 ％

自分の子ども や家族をも て

る

精神的な安ら ぎの場が得ら

れる

現在愛情を感じ ている人と

暮ら せる

親を安心さ せたり 周囲の期

待にこ たえら れる

経済的に余裕がも てる

社会的信用を得たり ､ 周囲

と 対等になれる

87.1

64.1

45.9

38.3

29.7

27.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
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（３）実際の子どもの数と理想的な子どもの人数より少ない理由 ● ● ● ● 

「経済的に余裕がないから」の割合が 41.0％と最も高く、次いで「ほしいけ

れどもできないから」の割合が 22.4％、「高年齢で生むのはいやだから」の割合

が 15.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）子育てをする中で、効果的な支援・施策 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

「子育てに対する経済的な支援」の割合が 53.4％と最も高く、次いで「保育

サービスの充実」の割合が 41.3％、「妊娠・出産に対する支援」の割合が 34.2％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）地域での愛着 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

「ある」と「まあまあある」を合わせた“ある”の割合が 86.9％、「あまりな

い」と「ない」を合わせた“ない”の割合が 12.1％となっています。 

 

 

 

 

 

N = 281

41.3 45.6 8.2 3.9 1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N =  134 ％

経済的に余裕がないから

ほし いけれども でき ないか

ら

高年齢で生むのはいやだか

ら

自分の仕事（ 勤めや家業）

に差し 支えるから

41.0

22.4

15.7

14.9

0 10 20 30 40 50 60

N =  281 ％

子育てに対する経済的な支援

保育サービスの充実

妊娠・ 出産に対する支援

地域における子育て支援の充

実

仕事と 家庭生活の両立

53.4

41.3

34.2

33.1

28.8

0 10 20 30 40 50 60 70

41.3 45.6 8.2 3.91.1
0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある まあまあある あまり ない ない 無回答
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（６）伊那市での住まいの満足度 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

「満足」と「どちらかといえば満足」を合わせた“満足”の割合が 77.2％、「ど

ちらかといえば不満足」と「不満足」を合わせた“不満足”の割合が 20.0％と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

（７）伊那市での住まいで満足している点 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

「緑や水辺などの自然が多い」の割合が 68.2％と最も高く、次いで「買い物

など日常生活の便利さ」の割合が 46.1％、「まちが安全で安心して暮らせる」の

割合が 37.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）今後、伊那市から転出する可能性 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

「いいえ」の割合が 42.3％と最も高く、次いで「はい」、「わからない」の割

合が 21.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

N = 217 ％

緑や水辺などの自然が多い

買い物など日常生活の便利
さ

まちが安全で安心して暮ら
せる

病院などの保健・医療体制
が整っている

通勤・通学の便利さ

子育てしやすい

68.2

46.1

37.3

23.5

21.7

19.4

0 10 20 30 40 50 60 70

N = 281

21.4 42.3 14.2 21.4 0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N = 281

29.5 47.7 15.7 4.3 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29.5 47.7 15.7 4.32.8
0% 20% 40% 60% 80% 100%

満足 どちら かと いえば満足

どちら かと いえば不満足 不満足

無回答

21.4 42.3 14.2 21.4 0.7
0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ どちら と も いえない わから ない 無回答
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（９）転出される最も大きなきっかけ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

「仕事の都合（就職、転職、転勤、退職など）」の割合が 45.0％と最も高く、

次いで「あなたの学校の都合（進学、通学など）」の割合が 28.3％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）転出された場合、もう一度伊那市に帰りたいか ● ● ● ● ● ● ● 

「わからない」の割合が 43.3％と最も高く、次いで「帰りたい」の割合が

31.7％、「帰る気はない」の割合が 13.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１１）今後の伊那市で住み続けたいか ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

「このままずっと暮らしたい」の割合が 47.0％と最も高く、次いで「わから

ない」の割合が 39.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

N = 281

47.0 7.1

2.8

39.1 3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N = 60

31.7 10.0 13.3 43.3 1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N = 60

45.0 28.3

3.3 3.3 3.3 3.3 1.7 1.7

6.7 3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%45.0 28.3 3.33.33.33.31.71.7 6.7 3.3
0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事の都合（ 就職、 転職、 転勤、 退職など）

あなたの学校の都合（ 進学、 通学など）

お子さ んの学校の都合（ 進学、 通学など）

住宅の都合（ 広さ 、 設備、 家賃など）

結婚のため

親や子ども 、 その他親族と の同居のため

親や子ども 、 その他親族と の近居のため

周囲の環境（ 交通・ 買物・ 治安など）

その他

無回答

31.7 10.0 13.3 43.3 1.7
0% 20% 40% 60% 80% 100%

帰り たい

伊那市でのく ら し に不満だっ た点が改善さ れれば帰り たい

帰る気はない

わから ない

無回答

47.0 7.1 2.8 39.1 3.9
0% 20% 40% 60% 80% 100%

こ のままずっ と 暮ら し たい

一度は、 市外に住も う と 思う が、 いずれは伊那市で暮ら し たい

市外へ移り 住み、 伊那市では暮ら さ ないと 思う

わから ない

無回答
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（１２）今後も伊那市に住み続けるために重要なこと ● ● ● ● ● ● ● ● 

「働く場があること」の割合が 74.0％と最も高く、次いで「医療環境がよい

こと」の割合が 59.8％、「子育て環境がよいこと」の割合が 57.7％となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 男女共同参画についての調査 
 

（１）「男は仕事・女は家庭」という考え方について ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

「どちらかといえば反対」と「反対」を合わせた“反対”の割合が 53.1％と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

（２）男性が家事をすることについて ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

「男女に関わらず時間のある人が家事をするのがよい」の割合が 51.9％となっ

ています。 

 

 

 

N = 621 2.7

30.9 33.3 19.8 11.4 1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N = 621 8.1

34.8 51.9

2.6

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N =  281 ％

働く 場があるこ と

医療環境がよいこ と

子育て環境がよいこ と

福祉（ 高齢者・ 障がい者

等） 環境がよいこ と

交通の便がよいこ と

教育環境がよいこ と

住宅環境がよいこ と

74.0

59.8

57.7

49.1

45.2

38.1

30.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

2.7 30.9 33.3 19.8 11.4 1.8
0% 20% 40% 60% 80% 100%

賛成 どちら かと いえば賛成

どちら かと いえば反対 反対

わから ない 無回答

8.1 34.8 51.9 2.62.7
0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性は外で働いているので家事は主に女性が行い、 男性は手伝い程度すればよい

共働き 世帯では男性も 家事をするべき

男女に関わら ず時間のある人が家事をするのがよい

その他

無回答
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基本的視点２ 経済縮小対策 

①「しごとづくり」と「雇用の確保」 

②産業振興と地域活性化 

基本的視点１ 人口減少対策 

①合計特殊出生率の増加 

②転出抑制と転入増加 

 

第７章 人口減少問題に取り組む基本的視点 
 

本市では、合計特殊出生率は国、県より高くなっているものの、出生数は年々

減少傾向であり、自然動態は平成 16 年（2004 年）から減少に転じています。

また、社会動態は、平成 20 年（2008 年）から大きく減少に転じています。 

アンケート調査結果では、本市へ帰りたいと思っている人は多く、いつまでも

本市で住み続けていくためには、子育て・教育環境、就労の場、住まいの充実が

必要であることがうかがえます。 

このことから、人口減少への対応は、次の二つの方向性が考えられます。 

一つは、出生者数を増加させることにより、人口減少に歯どめをかけ、将来的

に人口構造そのものを変えていくものです。 

二つ目は、転出の抑制、転入者の増加に向けた政策誘導を図るものです。 

この二つの対応を同時並行的・相乗的に進めていくことが、人口減少の歯止め

とそれを超えて調和的な人口増加に転じさせていくうえで大変重要です。 

そこで、本市では、人口減少問題に取り組むための２つ基本的視点を定め、こ

の基本的視点を基に、具体的な施策を推進していきます。 
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合計特殊出生率を平成 42 年（2030 年）までに 2.07 達成 

 

第８章 人口の将来展望 
 

１ 人口の将来展望 

人口の将来展望は、国、県の総合戦略を勘案し、企業、団体、市民、それぞれ

共通理解のもとで施策を推進するため、伊那市の人口の現状及び分析、基本的視

点を踏まえて本市の平成 52 年（2040 年）までの人口の将来展望を下記のよう

に設定します。 

 

 平成 22 年 
（2010 年） 

平成３2 年 
（2020 年） 

平成 42 年 
（2030 年） 

平成 52 年 
（2040 年） 

人口 71,093 人※1 68,３00 人 66,３00 人 65,000 人 

自然動態 
（合計特殊出生率） 1.44 1.8４※2 ２.07※３ 2.07 

社会動態 
転出超過 

△304 人※4 

転入超過 

50 人 

転入超過 

１00 人 

転入超過 

２00 人 

※１ 平成 22 年国勢調査 
※２ 県民希望出生率、 ※３ 人口置換水準 

※4 住民基本台帳人口移動報告 

 

 

（１）自然動態 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
 

 

 

市民の結婚・出産・子育ての希望を実現するための各種施策の展開により、出

生数の改善を図り、今後の本市の合計特殊出生率が５年後の平成 32 年（2020

年）には 1.84（県民希望出生率）、平成 42 年（2030 年）には 2.07（人口置

換水準）になることを目指します。 
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転出超過△304 人から、平成 52 年（2040 年）までに 

転入超過 200 人を目指す 

 

（２）社会動態 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
 

 

 

 

新たな就労先の創出や就労支援による仕事の質と量の充実を図り、若い世代の

移動均衡、さらに転入超過への転換を目指します。 
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転出超過 

転入超過 

（人） 

各種施策の総合的な展開により、 

平成 52 年（2040 年）の人口６万 5000 人を目指します。 
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２ 将来人口の推計 
 

① 国立社会保障・人口問題研究所推計準拠 

国立社会保障・人口問題研究所推計準拠は、全国の移動率が今後一定程度縮小

すると仮定された推計で、平成 52 年（2040 年）の将来人口は、57,393 人

と推計されます。 

② 日本創生会議推計準拠 

日本創生会議推計準拠は、全国の総移動数が、平成 22 年（2010 年）から平

成 27 年（2015）の推計値と概ね同水準でそれ以降も推移すると仮定した推計

で、平成 52 年（2040 年）の将来人口は、55,406 人と推計されます。 

③ 移住定住促進プログラム 

移住定住促進プログラムにおける将来人口は、平成 52 年（2040 年）で

63,605 人となっています。 

④ 地方創生総合戦略 

各種施策の総合的な展開により、平成 52 年（2040 年）で 65,000 人を目

指します。 
 

【 将来展望を踏まえた将来人口の推計（４パターン） 】 
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③移住定住促進プログラム
④地方創生総合戦略

①国立社会保障・人口問題研究所
推計準拠

71,093 69,536 67,508 65,181 62,702 60,099 57,393

②日本創生会議推計準拠 71,093 69,533 67,241 64,569 61,704 58,654 55,406

③移住定住促進プログラム 71,093 69,536 68,567 67,268 66,046 64,859 63,605

④地方創生総合戦略 71,093 69,536 68,300 67,300 66,300 65,650 65,000

Ｈ22 Ｈ27 Ｈ32 Ｈ37 Ｈ42 Ｈ47 Ｈ52

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

①国立社会保障・人口問題研究所推計準拠
②日本創生会議推計準拠
③移住定住促進プログラム
④地方創生総合戦略

①国立社会保障・人口問題研究所
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